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責任無能力者の加害行為と監督義務者の責任
──認知症高齢者の事例を中心に──
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［ 1］はじめに
　周知のように、わが国はすでに₂00₇年に、₆5歳以上の高齢者が全人口の ₄
分の ₁ 強を占める超高齢社会に突入している。ごく最近の総務省の国勢調査
による推計（₂0₁₇年 ₉ 月₁5日時点）によれば、₆5歳以上の高齢者の数は₃,5₁₄
万人（前年比5₇万人増）で、全人口の₂₇.₇％にあたるという
（1）
。そして、₂0₂₄
年には全人口に占める高齢者の割合が₃0％を超えるのみならず、翌₂0₂5年に
は認知症患者が₇00万人に達するとも予測されている
（2）
（いわゆる「₂0₂5年問
題」）。他方、近年では高齢者が関与する万引きや失火事件、自動車事故、列
車事故等が増加する傾向にあり、これらの事件・事故に認知症の高齢者が加
害者として関与するケースが少なからず散見される
（3）
。こうした現象は、高
齢化社会に内在する問題が具体的な形として発現したものであるため、マス
コミにより特集の形で取り上げられることも多い
（4）
。
　こうした中、わが国が超高齢社会に入った₂00₇年に発生し、事故に関与し
た認知症高齢男性（当時₉₁歳）の家族の監督者責任が問われた「JR東海事
故訴訟」は、マスコミの大々的な報道もあって、いまだ記憶に新しい。本訴
訟でのJR東海からの損害賠償請求に対して、最高裁は、「夫婦だから」「子供
（ ₁ ）朝日新聞₂0₁₇年 ₉ 月₁₈日朝刊（ちなみに、₇5歳以上は₁,₇₄₇万人、₈0歳以上は₁,0₇₄万
人、₉0歳以上は₂0₆万人）。
（ ₂ ） 高齢者に限れば、認知症者は、₂0₁₂年時点では「 ₇ 人に ₁ 人」だが、₂0₂5年には「 5
人に ₁ 人」になるという。朝日新聞₂0₁₆年 ₂ 月 ₃ 日朝刊。
（ ₃ ）列車事故についていえば、₂0₁₄年度中に認知症者が起こした事故・輸送トラプルは
₂₈件を数え（うち₂₂件は死亡事故）、それに伴う列車の運休は₂₇₈本、遅延は₄0₂本であ
るという。朝日新聞₂0₁₆年 ₂ 月₂₆日朝刊。
（ ₄ ）その一例として、朝日新聞は「認知症と運転」と題する特集のもと、 ₄ 回（₂0₁₆年
₇ 月₂5日、₃₁日、 ₈ 月 ₇ 日、₁₄日の朝刊）にわたって、医療、法律、行政等の面から、
問題点や対策について報じている。
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だから」というだけでは監督義務があるとはいえないとして、妻と長男の責
任を否定するとともに、補足意見の中で、介護者に責任を負わせれば認知症
者の行動を過剰に制限することになりかねないことにも言及した（最判平成
₂₈年 ₃ 月 ₁ 日
（5）
）。本判決は、判決翌日のマスコミ報道をみる限り、社会の常
識に即したものとして好意的な評価を受けたようではあるが、ことはそう単
純ではなく、残された検討課題は少なくない。その一つは、本判決の射程距
離の問題である。たしかに、認知症者の行動の自由や介護家族の負担の観点
からは、本判決が下した判断は是認されてよかろう。しかし他方、損害賠償
法の目的・機能の観点からすれば、被害者の受けた損害の填補が軽視または
劣位に置かれてよいことにはならない。本判決においては、被害者は鉄道会
社で、損害の内容は列車遅延に伴う振替輸送費や人件費等であったが、被害
者が個人でかつ人身損害をもたらすケースであっても本判決の判断が是認さ
れるべきかは、なお議論の余地があろう。もう一つは、より根源的なことと
して、認知症者が加害者として関与する事故について「被害者対加害者」と
いう形で法的処理をすることが、この種の紛争の解決方法としてはたして妥
当といいうるかという問題である。超高齢社会の進行とともに、認知症者が
加害者として他人に損害を与える可能性は、どの高齢者にとっても、またど
の家庭においても起こりうることであろう。認知症者が惹起する事故につい
ては、一方で被害者救済（損害填補）の実効性を確保するとともに、他方で
加害者側の賠償負担のリスクの軽減ないし分散を図るための方策が検討され
てしかるべきである。換言すれば、この種の事故に関する限り、本判決を契
機に、従来の「被害者対加害者」という法的処理からの発想の転換が迫られ
ているように思われる
（6）
。
（ 5 ）民集₇0巻 ₃ 号₆₈₁頁、判時₂₂₉₉号₃₂頁、判タ₁₄₂5号₁₂₆頁、金判₁₄₈₈号₁0頁。
（ ₆ ）樋口範雄教授（東京大学大学院）は、「認知症の人の事故に関しては、『被害者対加
害者』といった従来の発想から脱却する必要があります」、「損害が発生した時にだれ
かに責任を負わせなければならないという文化そのものの見直しを、今回の判決は求
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　本稿では、民法₇₁₄条の監督者責任の紛争解決機能をめぐる判例・学説上
の議論の動向をたどり、また、精神障害者の加害行為についての監督者責任
を扱った従来の裁判例を概観した上で、本最高裁判決を分析・検討するとと
もに、上記の検討課題について若干の考察を試みることにする。
［ 2］民法714条と紛争解決機能
（ 1）監督者責任の性質
　未成年者及び精神障害者は、責任能力すなわち「自己の行為の責任を弁識
するに足りる精神的能力」を備えていないときは、自己の加害行為に対する
責任を問われない（₇₁₂条、₇₁₃条）。これは一般に、民法（不法行為法）が
過失責任主義を採用していることの論理的帰結である──つまり故意・過失
があるといえるためには、理論上当然に一定の判断能力のあることが前提に
なるからである──とされている。そして、未成年者や精神障害者に責任能
力がないときは、₇₁₄条により、これらの者の法定監督義務者（ ₁ 項）や代
理監督者（ ₂ 項）が賠償責任を負うべきものとされる。この監督者責任の性
質については、第一に、責任無能力者の加害行為の結果についての責任で
あって、監督義務者自身が加害行為をしたことに対する責任ではないこと、
第二に、この責任における監督義務者の過失は、責任無能力者に対する一般
的な監督を怠ることを意味し、責任無能力者が加害行為をすること自体につ
いての過失ではないこと、第三に、監督義務者の過失についての立証責任が
転換されていて、監督義務者において監督義務を怠らなかったことを立証し
ない限り免責されないこと（いわゆる中間責任）、と説明される
（7）
。監督者責
めています」と述べる。朝日新聞₂0₁₆年 ₃ 月 ₂ 日朝刊₁₇面「耕論・認知症と責任」で
のコメント。
（ ₇ ）加藤一郎編『注釈民法（₁₉）債権（₁0）』（有斐閣、₁₉₆5）₂₃₈─₂₄0頁（山本進一・筆）、
幾代通『不法行為法』（筑摩書房、₁₉₇₇）₁₈0頁、幾代通・徳本伸一（補訂）『不法行為法』
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任については、監督上の「過失」という「自己」の行為に基づく責任である
ことから、過失責任及び自己責任の枠内（ないし延長線上）にあると把握・
説明されることもあるが
（8）
、上記のように、そこでいう過失の意味・内容は
₇0₉条における場合とは異なり、かつ監督義務者は直接の加害者ではないの
であるから、過失責任主義及び自己責任の原則を修正した責任類型であると
みるのが自然であり、監督者責任を講学上「特殊の不法行為」と位置づける
ことにも適うといえよう。
（ 2）監督者責任の紛争解決機能をめぐる議論の動向
　前述のように、直接の加害者である責任無能力者が免責される結果、監督
者責任が、責任無能力者の加害行為により損害を受けた被害者の救済のため
の制度であることは論を待たない。従来の判例・学説も、そのような監督者
責任の機能に実効性を付与すべく努めてきたといってよい。すなわち、第一
に、未成年者の責任能力について──もとよりその有無は一律に決まるもの
ではないが──その分界線を₁₂歳あたりとしつつも、直接加害者である未成
年者が責任無能力者であることが監督者責任の要件とされるため、判例上、
責任能力年齢が引き上げられる傾向がみられたこと
（9）
、第二に、監督義務の
（有斐閣、₁₉₉₃）₁₉₂頁等。
（ ₈ ）たとえば、法典調査会において起草委員である穂積陳重博士は、₇₂₂条（現行₇₁₄条）
について、「此場合ニ於キマシテモ矢張リ自分ノ過失ガアル即チ七百十九条（現行₇0₉
条、引用者注）ノ故意又ハ過失ニ因リテトゴザイマス主義即チ過失主義ト云フモノガ
他人ノ過失ノ責ニ任ズルモノデハアリマセズシテ矢張リ己ガ監督ノ義務ヲ怠ル自分ニ
責ガアルト云フ主義デアリマス……」として、監督者責任が過失責任・自己責任とし
て立法された旨を述べる（法典調査会・民法議事速記録第₄₁巻 ₃ 丁）。
（ ₉ ）監督者責任が争われた訴訟で、₁₃歳 ₁ ヵ月の少年（東京地判昭和5₂年₁₂月₂0日交民
₁0巻 ₆ 号₁₇₇5頁）、₁₃歳 ₆ ヵ月の少年（東京地判昭和₆0年 5 月₃₁日判時₁₂0₂号₆₄頁）、
₁₃歳 ₇ ヵ月の少女（東京地判昭和50年 ₄ 月₂₂日交民 ₈ 巻 ₂ 号5₂5頁）、₁₄歳₁₁ヵ月の少
年（東京地判昭和₃₇年₁₁月 ₂ 日下民₁₃巻₁₁号₂₂₁₇頁）等について、いずれも責任能力
なしとされた。なお、これとは逆に、未成年者の加害行為についてその雇主の使用者
責任が問われた事例において、被用者である未成年者が責任能力者であることが使用
責任無能力者の加害行為と監督義務者の責任
77
内容・範囲は、とりわけ未成年者の親権者や後見人等の法定監督義務者にお
いては、責任無能力者の生活関係全般に及ぶとされていること
（10）
、第三に、
判例上、監督義務者が監督義務を怠らなかったことを立証して免責されるこ
とが容易に認められない傾向にあること
（11）
等、である。
　他方、₇₁₄条によれば、監督者責任は責任無能力者が責任を負わない場合
にのみ生じる補充的責任であるため、加害行為をした未成年者に責任能力が
あるときは、たとえ監督義務者に監督上の過失があったとしても、被害者は
監督者責任を追及することができず、また、責任能力ある未成年者を訴えた
ところで、未成年者に賠償資力があるのはきわめて稀であることから、結局
被害者は救済されない結果となる。このような₇₁₄条責任の補充性について
は、早くから学説による立法論上の批判がなされ
（12）
、また、未成年者に責任
能力がある場合でも、被害者は監督義務者に対して₇0₉条に基づく責任を追
及しうるとの解釈論が主張され
（13）
、この見解はやがて通説化した。他方、判
者責任の要件とされるため、₁₁歳₁₁ヵ月の少年店員の責任能力を肯定した裁判例もあ
る（大判大正 ₄ 年 5 月₁₂日民録₂₁輯₈₉₂頁）。
（₁0）加藤・前注（ ₇ ）₂5₉頁（山本・筆）、平井宜雄『債権各論Ⅱ不法行為』（弘文堂、
₁₉₉₂年）₂₁₈頁等。
（₁₁）このような判例の傾向について、従来の学説はおおむね好意的な評価を示してきた
ように思われる。加藤一郎『不法行為［増補版］』（有斐閣、₁₉₇₄）₁₆0頁、四宮和夫『不
法行為』（青林書院、₁₉₈₇）₆₇5頁、平井・前注（₁0）₂₁₉頁等。また、教科書等において、
₇₁₄条の監督者責任について、監督義務を怠らなかったことの立証責任が転換された中
間責任であるとしつつ、上記の判例の傾向を踏まえ、「事実上は無過失責任に近い」と
の説明を加えることも少なからず散見される。
（₁₂）未成年者の責任能力の有無を問わず監督義務者の責任を認めるべしとの立法論を述
べるものとして、鳩山秀夫『増訂日本債権法各論（下）』（岩波書店、₁₉₂5）₉0₈頁、我
妻栄『事務管理・不当利得・不法行為』（日本評論社、₁₉₃₇）₁5₈頁、宗宮信次「未成
年者・心神喪失者の監督者の責任」法曹公論₃₈巻 ₄ 号₂₃頁等。
（₁₃）松坂佐一「責任無能力者を監督する者の責任」我妻栄還暦記念『損害賠償責任の研
究・上』（有斐閣、₁₉5₇）₁₄₉頁以下。
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例においても、昭和₃0年代後半から、監督義務者の₇0₉責任を肯定する下級
審判決が散見されるようになり
（14）
、最高裁もこれと同様の態度を示すに至っ
た。すなわち、最判昭和₄₉年 ₃ 月₂₂日
（15）
は、「未成年者が責任能力を有する場
合であっても監督義務者の義務違反と当該未成年者の不法行為によって生じ
た結果との間に相当因果関係を認めうるときは、監督義務者につき民法₇0₉
条に基づく不法行為が成立するものと解するのが相当であ」る、と判示し
た
（16）
。
　かくして、従来の判例及び学説においては、一方で₇₁₄条の監督者責任が
厳格化されるとともに、他方で₇0₉条に基づく監督者責任の道も開かれるこ
とになった。つまり、監督者責任は、その意味を広くとらえるならば、₇₁₄
条責任に₇0₉条責任を加える形で強化され、被害者救済のために機能してき
たといえる。
（ 3）監督者責任の厳格化に対する見直し
　前述のように、従来の判例及び学説は、₇₁₄条の監督者責任を、単に過失
（₁₄）₁5歳の ₃ 名の少年による輪姦事件に関する大阪地判昭和₃₇年 5 月₂₆日判時₃₁0号₃₇
頁、₁₈歳の高校 ₃ 年生による原付自転車事故に関する大阪地判昭和₄₂年 ₂ 月₁5日判タ
₂05号₁₇5頁、同様の事案に関する岡山地笠岡支判昭和₄₄年 ₈ 月₂5日下民₂0巻 ₈ 号₆0₄
頁、及び、宇都宮地判昭和₄5年 ₃ 月 ₃ 日下民₂₁巻 ₃ 号₃₇₄頁等。
（₁5）民集₂₈巻 ₂ 号₃₄₇頁。
（₁₆）なお、判例が監督義務者の責任を₇0₉条の一般原則に基づいて構成するという建前を
とりつつも、その要件としての過失や因果関係をかなり緩やかに認めていること、端
的にいえば「₇₁₄条的処理」をしていること──①監督義務者が未成年者の加害行為そ
れ自体について過失があったかどうかについて言及することなく、一般的・日常的な
監督義務の懈怠があったことをもって監督義務者の過失を認めていること、②因果関
係の認定についても、監督義務者が未成年者の当該加害行為に対してどのように関与
したかという個別・具体的な判断を示すことなく、未成年者に対する一般的・日常的
な対応から因果関係の有無を判断していること──の法解釈論上の問題点について、
田口文夫「未成年者による加害行為と親権者の不法行為責任」専修法学論集₃₈号
（₁₉₈₃）₆0頁以下。
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の立証責任が転換された中間責任というよりは、むしろ事実上の無過失責任
に近いものととらえてきたが、最近、そうした考え方に見直しを迫るような
最高裁判決が下された。その一つは、本稿の冒頭で述べた「JR東海事故訴
訟」最高裁判決であり、もう一つは、「サッカーボール事故」に関する最判
平成₂₇年 ₄ 月 ₉ 日
（17）
である。前者については【 ₄ 】で考察することにし、こ
こでは後者について触れておこう。
　事案は、被害者A（₈5歳）が自動二輪車で小学校の校庭沿いの道路を走行
中、校庭から飛び出してきたサッカーボールを避けようとして転倒・負傷
し、その後入院中に誤嚥性肺炎で死亡したことについて、Aの相続人Xらが、
ボールを蹴った₁₁歳₁₁ヵ月の小学生B（一審で責任能力を否定）の両親Yら
に対し、₇₁₄条 ₁ 項に基づき約₄500万円の損害賠償を請求したものである。
原審は、Yらについて、「子供が遊ぶ場合でも、周囲に危険を及ぼさないよ
う注意して遊ぶよう指導する義務があったものであり、校庭で遊ぶ以上どの
ような遊び方をしてもよいというものではないから、この点を理解させてい
なかった点で、Yらが監督義務を尽くさなかったものと評価されるのはやむ
を得ない」として、Yらの免責を否定した。これに対して、最高裁は、①B
が放課後に本件校庭で、友人と共に本件ゴールに向けてフリーキックの練習
をしていた行為は、本件ゴールの後方に本件道路があることを考慮に入れて
も、本件校庭の日常的な使用方法として通常の行為である、②本件ゴールに
はゴールネットが張られ、その後方に門及びネットフェンスが設置されてい
るから、本件ゴールに向けてボールを蹴ったとしても、ボールが本件道路上
に出ることが常態とはみられない、③Bがことさらに本件道路に向けてボー
ルを蹴ったなどの事情もうかがわれない、とした上で、「責任能力のない未
成年者の親権者は、その直接的な監視下にない子の行動について、人身に危
（₁₇）民集₆₉巻 ₃ 号₄55頁。評釈として、前田陽一・民事判例Ⅻ・₁0₄頁、窪田充見・論究
ジュリスト₁₆号₁0頁、久保野恵美子・平成₂₇年度重要判例解説・₈₂頁等。
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険が及ばないよう注意して行動するよう日頃から指導監督する義務があると
解されるが、本件ゴールに向けたフリーキックの練習は、上記各事実に照ら
すと、通常は人身に危険が及ぶような行為であるとはいえない。また、親権
者の直接的な監視下にない子の行動についての日頃の指導監督は、ある程度
一般的なものとならざるを得ないから、通常は人身に危険が及ぶものとはみ
られない行為によってたまたま人身に損害を生じさせた場合は、当該行為に
ついて具体的に予見可能であるなど特別の事情が認められない限り、子に対
する監督義務を尽くしていなかったとすべきではな」く、また、Yらにおい
て、Bの本件行為について具体的に予見可能であったなどの特別の事情もう
かがわれない、と判示する。
　この最高裁判決は、その判示部分が示すように、「直接的な監視下にない
未成年者」の「通常は人身に危険が及ぶものとはみられない行為」を対象に
していることから、その射程距離については限定的に把握すべきように思わ
れるものの、従来の判例・学説において困難視されてきた₇₁₄条 ₁ 項ただし
書に基づく監督義務者の免責を最高裁として初めて肯定したものであり、
「監督義務者責任の本来の性質を再確認する象徴的な意味合いをもつものと
して、理論的な影響は大きい
（18）
」といえよう。思うに、未成年者の加害行為
について親権者等の法定監督義務者の責任を厳格に問うことが、被害者救済
という観点から仮に是認されうるとしても、責任原理として無過失責任主義
を採用するのでない限り、その責任を無限定に認めることはできないであろ
う。不法行為の被害者に生じた損害を填補することは、たしかに損害賠償制
度の目的とするところではあるが、監督義務者に対する苛酷な要求、あるい
は（それによるマイナス効果としての）未成年者の行動に対する過度の抑制
がその代償であってはならないからである。一般論の域を出ないが、監督義
（₁₈）前田陽一「近時の判例にみられる監督義務者責任の流れとその評価」法律時報₈₉巻
₁₁号₈₇頁。
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務者に要求される監督義務の具体的な内容・程度については、一方で「損害
発生の蓋然性」と「不慮の損害の重大性」とを考慮しつつも、他方で「監督
義務者に対する期待可能性」と「（未成年者に対する）教育上の配慮」を考
慮する必要があろう。
［ 3］精神障害者の加害行為と監督義務者の責任
　精神障害者が起こした死傷事件について₇₁₄条に基づく親の監督者責任が
問われた裁判例は、さほど多くない。以下、肯定例 5 件及び否定例 ₄ 件につ
いて若干の考察を加える
（19）
。
（ 1）責任肯定例
　（ⅰ）高知地判昭和₄₇年₁0月₁₃日
（20）
は、精神分裂病者A（₂₃歳男子）による
殺人について父親Yの責任を認めるにあたり、Aが入退院を繰り返した後の
通院加療中にYがAを扶養していた事実から、「その当時、YはAを監督すべ
き法定の義務者と同一視すべき地位にあった」とした上で、社会的寛解の状
（₁₉）これらの裁判例については、辻伸行「精神障害者による殺傷事故および自殺と損害
賠償責任（ 5 ）完」判評₄₄₈号（判時₁5₆₁号）₁₆₁頁以下において詳細かつ精緻な分析
がなされているほか、田口文夫「心神喪失者が起こした殺人事件と父親の監督義務」
専修法学論集₁0₄号₁55頁以下（とくに₁5₉─₁₆₄頁）、宮下修一「認知症高齢者の列車事
故と不法行為責任・成年後見制度のあり方─『JR東海列車事故第一審判決』がもたら
すもの─」静岡大学法政研究₁₈巻 ₃ ･ ₄ 号55─₆₁頁、米村滋人「責任能力のない精神障
害者の事故に関する近親者等の損害賠償責任」法学教室₄₂₉号5₃頁、柴田龍「認知症高
齢者の事故と配偶者・子の損害賠償責任─最高裁平成₂₈年 ₃ 月 ₁ 日第三小法廷判決─」
立正法学論集50巻 ₁ 号₂5₆─₂5₈頁、竹村壮太郎「認知症高齢者の列車事故につき、近親
者の損害賠償責任が認められなかった事例」小樽商科大学商学討究₆₇巻 ₂ ＝ ₃ 号₂₉₄─
₂₉₇頁、高鉄雄「認知症高齢者による事故に関する近親者の損害賠償責任─最判平成₂₈
年 ₃ 月 ₁ 日民集₇0巻 ₃ 号₆₈₁頁をめぐって─」立教法学₉5号5₄～5₉頁、及び、石田瞳「認
知症患者の不法行為責任」千葉大学法経論集₃0巻 ₁ ･ ₂ 号₃₂₉頁以下等。
（₂0）下民₂₃巻 ₉ ─₁₂号55₁頁。
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態で退院したAがいつまた発病するかも知れない危険を包蔵し、一旦発病し
た場合には凶暴な行為に出るおそれがあることをYにおいて容易に予測しえ
たこと、及び、Aが本件凶行の前日朝に発病の前兆である不眠を訴え、かつ
僅か₃000円しか持たずに出かけて帰宅しなかったことから、「Yとしては、
単にAの友人宅に聞き合わせたり、Aの自殺をおそれてその旨警察に連絡を
とるに止まらず、当然、発病のおそれがあること、および、その際凶暴にな
るおそれがあることにも思慮をめぐらせ、これを前提とする警察への依頼、
自ら捜索に当ることなど、さらに積極的に出て、無残な結果の発生を防止す
ることにつとめるべきであった」、とする。
　（ⅱ）福岡地判昭和5₇年 ₃ 月₁₂日
（21）
は、精神分裂病者A（₃₁歳男子）による
殺人について父親Yの責任を認めるにあたり、まず一般論として、精神衛生
法（現行精神保健福祉法）上の保護義務者に選任された者は法定監督義務者
（民法₇₁₄条 ₁ 項）に該当するが、責任無能力者を事実上世話する者であっ
ても、社会通念上法定監督義務者と同視しうる程度の実質を備え、かつもし
選任手続がなされれば保護義務者として選任されるであろう事実上の監督者
は、代理監督者（同条 ₂ 項）として法定監督義務者と同一の責任を負うと解
するのが相当である（本件でのYも代理監督者に該当する）と述べた上で、
Yは、Aが激情しやすい性格で以前も粗暴な症状を示しており、退院後に発
病して凶暴な行為に出るおそれを容易に予測しえたから、本件事件直前にA
が奇声を発して走り回るという異常行動を示した時点で、病院に連絡してA
を入院させるか、町に保護申請手続をして適切な保護措置の発動を求めてい
れば、本件事件の発生を防止しえたのであり、Yがそうした方策を講じるこ
とは十分可能であった、とする。
　（ⅲ）仙台地判平成₁0年₁₁月₃0日
（22）
は、被害妄想等の症状のある精神分裂
（₂₁）判時₁0₆₁号₈5頁。
（₂₂）判時₁₆₇₄号₁0₆頁。
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病者A（成年男子）による殺人について、精神保健法（旧精神衛生法、現行
精神保健福祉法）上の保護者に選任されていた父親Yの責任を認めるにあた
り、同法上の保護者が負うべき民法₇₁₄条の監督義務の範囲については、内
在的制約（精神障害者との意志疎通の困難さ等）に加えて、社会的環境によ
る制約（精神医療行政の実情や精神障害者への偏見等）があることを指摘し
つつも、「保護者は……精神障害者の自傷他害の危険を防止するため必要な
措置を模索し、できる限りの措置をとるよう努力することは可能であり、保
護者は、最低限、右のような努力をする義務を負っている」と述べた上で、
本件の事実経緯（Aによる訴外Cへの暴行事件、本件被害者Bへの嫌がらせ、
医療保護入院後に通院治療を条件に退院したが途中から治療を受けなくなっ
たこと、本件事件の ₁ 年ほど前に再びCに対する嫌がらせを始め、ついに本
件事件に至ったこと）に照らすと、Yはこの間、「およそAの精神障害につい
て正しい理解をしていたとはいえず、事態の重大性、緊急性を殆ど認識して
いなかった」し、「警察、保健所、病院を始め、いかなる関係機関にも相談
すらしていなかったから……Aの監督義務を尽くしていたとは到底認められ
ない」、とする。
　（ⅳ）長崎地佐世保支判平成₁₈年 ₃ 月₂₉日
（23）
は、心神喪失者A（₂₁歳男子）
──本件事件発生の ₂ 週間ほど前から異常行動が現れ始めたが、それまでは
暴力等の問題行動はなく、精神科等への入通院歴もなかった──が、実家へ
の帰省中に起こした殺人事件について両親Yらの責任を認めるにあたり、A
が異常行動（居住マンション内の他室のチャイムを鳴らしたりドアを叩いた
りして警察に通報され、駆けつけた警察官に意味不明の言動を繰り返したこ
と）によって ₂ 度も警察に保護されたこと、Aのマンション自室が荒れ放題
であったこと（米が山のようにこぼれ、窓ガラスに椅子が突き刺さってぶら
下がっている等）、及び、Aが実家に戻った際に精神障害が強く疑われる言
（₂₃）判タ₁₂₄₁号₁₃₃頁。
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動が見られたこと（突然笑い出す、ブツブツ独り言を言う、無音でテレビを
見る等）を認定した上で、Yらは、Aの法定監督義務者または代理監督者に
準ずる地位にある者として、他害防止のためAを保護監督することが不可欠
な状況にあることを予見していたか予見することができたにもかかわらず監
督義務の履行を怠った、とする。
　（ⅴ）福岡高判平成₁₈年₁0月₁₉日
（24）
は、前記（ⅳ）の控訴審だが、まず、
精神保健福祉法の平成₁₁年改正により保護者の自傷他害防止義務が削除され
たことから、Yらに対して法定監督義務者に準じた責任を問うためには、「①
監督者とされる者が精神障害者との関係で家族の統率者たるべき立場及び続
柄であることのほか、②監督者とされる者が現実に行使し得る権威と勢力を
持ち、保護監督を行える可能性があること、③精神障害者の病状が他人に害
を与える危険性があるものであるため、保護監督すべき具体的必要性があ
り、かつ、その必要性を認識し得たことが必要である」とした上で、本件で
のYらには上記①ないし③の事情が認められるから、Yらは法定監督義務者
または代理監督者に準じる地位にある者として監督義務を負うと解すべきと
ころ、「Yらが監督義務を履行したというためには、直ちにAに精神科を受診
させた上、医師の指示に従うか、それが直ちにできないのであれば、少なく
ともAから目を離さず、その行動を継続的に監視することが必要であったと
いうべきである。……しかるに、Yらは、Aに精神科を受診させるのを怠り、
かつ、自らは（親戚の）葬儀に出席するために、また、B（Aの弟）には所
用があるとして、Aを自宅にひとりにしたというのであるから、上記監督義
務を尽くしたとはいえない」、とする
（25）
。
（₂₄）判タ₁₂₄₁号₁₃₁頁。
（₂5）なお、Yらが、①警察がAを保護した際に県知事に対する報告をしなかったのは、A
について切迫した危険性を感じ取っていなかったからであること、及び、②事件発生
前の ₄ 日間はAに他害行為の危険性を感じさせる行動がなかったことを理由に、Yらに
はAが他害行為に及ぶことについて予見可能性がなかった旨を主張したのに対して、同
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　上記 5 件のうち（ⅰ）ないし（ⅲ）判決は、精神保健福祉法平成₁₁年改正
により「保護（義務）者の自傷他害防止義務」が削除される前のものだが、
精神障害者の保護者または事実上の監督者が民法₇₁₄条の監督者責任を負う
か、とりわけ、その前提としてこれらの者が法定監督義務者または代理監督
者に該当すると解すべきか、が問題となる。（イ）まず、保護者の場合はど
うか。この点について、（ⅱ）判決は、一般論（傍論）として、保護者に選
任された者は法定監督義務者に該当する旨を述べるのみで、その理由は示し
ていない。こうした対応は、監督者責任を否定した後記（ⅵ）及び（ⅶ）判
決においても同様であり、その判示内容から保護者が法定監督義務者に該当
することを当然の前提としているかのようであるが、明示的ではない。これ
に対し、保護者として選任されていた父親の監督者責任を肯定した（ⅲ）判
決は、①保護者は、精神保健福祉法上、強制入院たる医療保護入院の同意権
を与えられ、措置入院を促すことができる等、精神障害者の自傷他害行為を
防止するための実質的な手段を与えられていること、及び、②個別具体的な
事案での結果の妥当性については、民法₇₁₄条 ₁ 項ただし書の免責事由の判
断において、保護者と精神障害者の実際の関係や保護者が現実にどの程度の
監督が可能であったか等を考慮することができることを理由に、保護者は法
定監督義務者にあたる、と述べる
（26）
。しかし、上記①の理由については、医
療保護入院や措置入院が副次的には精神障害者による自傷他害行為を防止す
る手段になりうるとしても、精神保健福祉法 ₁ 条が定めるように、これらの
措置はあくまでも精神障害者本人の保護・医療・社会復帰・自立等を本来の
控訴審は、「Aを引き取って自宅に連れ帰った後も、Aは突発的な異常行動に出る危険
性が継続する状態にあったものというべきところ、このことは、Yも認識し得たものと
認められること、……警察がAについて県知事に対する通報をするなどしていなかった
としても、そのことをもって、YのXら（被害者の両親等）に対する責任を否定すべき
ものと解する余地はない」と述べる。
（₂₆）判時₁₆₇₄号₁₁0頁参照。
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目的としてなされることに照らせば、さほど説得的とは思われないし、また、
上記②の理由についても、免責事由の立証が監督義務者に負わされ、しかも
判例上その立証が容易に認められないことを考えれば、理由づけとして弱い
ように思われる。
　（ロ）では、事実上の監督者の場合はどうか。（ⅲ）判決以外はいずれも
事実上の監督者について監督者責任が問われたものだが、（ⅰ）判決は、父
親Yは「Aを監督すべき法定の義務者と同一視すべき地位にあった」と述べ
るものの、YがAを扶養していた事実を挙げるだけで、とくに理由を示して
いるわけではない。（ⅱ）判決は、責任無能力者を事実上世話する者であっ
ても、社会通念上法定監督義務者と同視しうる程度の実質を備え、かつもし
選任手続がなされれば保護者に選任されるであろう事実上の監督者は、代理
監督者として法定監督義務者と同一の責任を負うとし、その理由として、「保
護者（に選任された者）」と「事実上の監督者（にとどまっている者）」との
公平を挙げる
（27）
が、監督者責任の重さを考えれば、単なる公平論では説得力
に欠けよう。また、（ⅴ）判決は、原審の（ⅳ）判決と同様、心神喪失者A
の両親Yらを法定監督義務者または代理監督者に準ずる者としつつ、近親者
（事実上の監督者）が法定監督義務者に準じて責任を負うための要件として、
①監督者が精神障害者との関係で家族の統率者たるべき立場及び及び続柄で
あること、②精神障害者に対して現実に行使し得る権威と勢力を持ち、保護
監督を行える可能性があること、及び、③精神障害者の症状が他人に害を与
える危険性があるものであるため、保護監督すべき具体的な必要性があり、
（₂₇）すなわち、（ⅱ）判決は、判示部分中で、精神衛生法上の保護義務者に選任された者
は民法₇₁₄条 ₁ 項の法定監督義務者に該当するが、「責任無能力者を事実上保護してい
る者が右選任手続を経ていない場合に同条の適用が全面的に排斥されるとすれば、同
法₇0₉条の成否のみを問題とせざるを得ない関係上、誠実に右選任手続を履践した者
が、これを不当に怠った者よりも過失及び因果関係の存否について重い立証責任を課
されるという不公平が生じる」、と述べる。
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かつその必要性を認識しえたことを挙げるが、これについても少なからず疑
問を禁じ得ない。すなわち、要件①については、「統率者」の意味をより限
定的にとらえるならばともかく、世帯主または代表者とほぼ同義だとすれ
ば、精神障害者と同居して世話または扶養している親のほとんどは法定監督
義務者に準ずる地位にあるとされようから、要件としての意義はないに等し
いことになろう。要件②についても、「権威と勢力」の意味するところが不
鮮明であり、仮にその意味を精神障害者の行動を制御しうるに足りる「威厳
と実力」と限定的に解することにより、右要件を監督者責任の成立を絞るべ
く機能させるならばともかくも、それとは逆に、親たるものは「権威と勢力」
を当然に備えているものであるとの前提に立って、右要件が容易に認められ
てしまう可能性がありやしないかとの危惧も払拭し難い。また、要件③につ
いては、まず、要件①②との関係が不透明である、つまり、要件①②が事実
上の監督者を法定監督義務者に準ずる者と解するための判断基準であるのに
対し、要件③の「他害行為の予見可能性」はむしろ責任充足要件に関するも
のであろうとの印象を受ける。また、判示部分中で、「他害行為の予見可能
性」につき、具体的な他害行為についての予見可能性までは必要でなく、「他
害行為全般」ないし「何らかの他害行為」に及ぶことについての予見可能性
があれば足りるとしている点については、監督義務者の監督義務の範囲が責
任無能力者の生活関係全般にわたる包括的なものと一般に解されていること
からして、親は精神障害者を事実上保護していたという事実だけで、精神障
害者の他害行為について責任を負わされることになりかねず、かつ、保護者
の他害行為防止義務を削除した精神保健福祉法の改正の趣旨を没却させるこ
とにもなりかねないと思われる
（28）
。
　なお、上記の判決が親の監督者責任を肯定した結論自体については、（ⅲ）
判決の場合は──保護者として選任されていた親が適切な対応をほとんど
（₂₈）なお、（v）判決の問題点については、田口・前注（₁₉）₁₇₁頁以下参照。
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行っておらず、また、当該精神障害者が以前から暴行事件等を起こしていた
という認定事実から──やむを得ないと思われるが、その他の判決の場合
は、死傷事件を起こすまでの間、当該精神障害者による（異常行動は見られ
たにせよ）他者への暴行事件がなかったことからすれば、厳格に過ぎる──
つまるところ、親は同居して世話をしている精神障害者が突発的に起こした
事件の責任を免れないと断じているのと大差ない──ように思われる。
（ 2）責任否定例
　（ⅵ）最判昭和5₈年 ₂ 月₂₄日
（29）
は、心神喪失の状況にあった精神障害者A（₃₇
歳男子）による傷害事件について両親Yら（父は₇₆歳で全盲、母は₆5歳の日
雇労務者）の責任が問われた事案に関する。一審（神戸地尼崎支判昭和5₆年
₁ 月₂₆日）は、Yらは事実上の監督者としてAを病院に収容する等の適切な
措置をとることが可能であったから代理監督者としての責任を免れない、と
した。これに対し、原審（大阪高判昭和5₆年 ₈ 月₂₈日）は、①精神障害者の
処遇は未成年者の処遇とは異なる困難が伴うこと、②Aはフォークリフト運
転手の経歴を持つ₃₇歳の壮年であるのに対し、Yらは老齢で日雇仕事をする
状況にあったこと、③Aには付近住民に不安を与える異常行動は見られたも
のの、差し迫った危険はなかったこと、及び、④Aから暴力を受けていたY
らは、Aの処遇につき警察等に相談しており、保護義務者になることを回避
していたとはいえないこと等を考慮し、Yらに法定監督義務者またはこれに
準ずべき者（事実上の監督者）としての責任を問うことはできないとし、最
高裁も、「原審の判断は、正当として是認することができる」とする。
　（ⅶ）東京地判昭和₆₁年 ₉ 月₁0日
（30）
は、精神分裂病者A（₂5歳男子）による
殺人について両親Yらの責任を否定し、つぎのように判示する。ある者が精
神衛生法（現行精神保健福祉法）上の精神障害者であるかどうかは専門医学
（₂₉）判時₁0₇₆号5₈頁。
（₃0）判時₁₂₄₂号₆₃頁。
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的な判断を経てはじめて判明するから、同法上の保護義務者としての義務も
医師による右判定以前に発生するものではないが、Yらが実父母としてAを
事実上保護監督すべき地位にあることにより、社会的に見て右保護義務者と
して民法₇₁₄条 ₂ 項の代理監督者の責任を負うべきかがなお問題となるとこ
ろ、「扶養義務者であることから直ちに右監督義務が認められるのではなく、
少なくともYらが、Aが精神病に罹患していることを知りながら、病院に入
院させる等の適切な措置をとらず放置したという事情、あるいは右罹患の事
実及びAの行動に本件犯行を犯すような差し迫った危険があることをきわめ
て容易に認識しえたという事情が存することが必要である」とした上で、本
件事件以前のAには日常生活上とくに著しく異常な行動は見られず、Yらが
Aの精神分裂病に気づかなかったのはやむを得ないことだった、とする。
　（ⅷ）名古屋地判平成₂₃年 ₂ 月 ₈ 日
（31）
は、自閉症で知的障害者であるA（₃₃
歳女子）の傷害事件について両親Yらの責任を否定するにあたり、「事実上
の監督者であったことのみで、直ちに民法₇₁₄条の重い責任を負わせるのは
妥当ではなく」、精神障害者が「他人に害を与える危険性があること等のた
め、同人を保護監督すべき具体的必要性があった場合に限り」法定監督義務
者に準じて責任を負うとした上で、Yらは社会通念上法定監督義務者と同視
しうる程度の立場にあるものの、Aは本件事件当時、粗暴な言動をとるなど
の他人に害を与える危険性があったとはいえず、その可能性を予想すること
も困難だったから、Aの外出に付き添う等して保護監督すべき具体的必要性
があったとは認められず、Yらに法定監督義務者に準ずる者としての責任は
ない、とする。
　（ⅸ）名古屋地岡崎支判平成₂₇年 ₄ 月 ₈ 日
（32）
は、重度の知的障害者であるA
（₁₇₃cm、₁0₇kgの成人男子）が同人の通う福祉施設内で起こした傷害事件
（₃₁）判時₂₁0₉号₉₃頁。
（₃₂）判時₂₂₇0号₈₇頁。
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について、両親Yらの責任を否定するにあたり、事実上の監督者が法定監督
義務者に準ずる者に該当するのは、「精神障害者が他人に暴行を加えるなど
その行動に差し迫った危険があるのに、その家族の統率者たる地位にある者
が、当該危険発生回避のために、最低限度の対応もしなかったなどの特段の
事情のある場合に限られる」と述べた上で、Aには重度の知的障害があり粗
暴な行動が見られたものの、常時暴力的というほどではなく、また本件事件
は施設内で生じたものであり、Yらが事実上監督することは不可能であった、
とする。
　上記の ₄ 判決はいずれも、精神障害者の事実上の監督者である両親の監督
者責任が問われたものだが、事実上の監督者がいかなる場合に法定監督義務
者に準ずる者（または代理監督者）として扱われるかという点については、
さほど明示的ではない。（ⅸ）判決は、「家族の統率者たる地位にある者」を
挙げるに止まり、また、（ⅶ）及び（ⅷ）判決は、扶養義務者や事実上の監
督者であることのみで直ちに監督者責任を負うわけではない旨を述べるに過
ぎない。他方、監督義務違反の判断基準については、当該精神障害者による
他害行為の差し迫った危険性があり、かつ右危険性を事実上の監督者におい
て認識しえたのに適切な防止措置をとらなかったことを要するとする点で、
これらの判決はほぼ共通しているといえよう。結論として、いずれの判決も、
当該精神障害者にとくに異常な行動または差し迫った危険がなかったとし
て、監督者責任を否定したのは妥当であろう。なお、（ⅴ）判決（の原審）が、
精神障害者の処遇は未成年者の処遇とは異なる困難を伴うことを指摘してい
る点、及び、（ⅸ）判決が、監督者責任は「当該危険発生回避のために、最
低限度の対応もしなかったなどの特段の事情のある場合に限られる」と説示
している点は、精神障害者の加害行為についての監督者責任を考える上でき
わめて重要であると思われる。
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［ 4］「JR東海事故訴訟」最高裁判決
　本件は、旅客鉄道事業を営む会社であるX（平成₂₆年（受）第₁₄₃₄号上告
人・同第₁₄₃5号被上告人）が、認知症患者のA（当時₉₁歳）が駅構内の線路
に立ち入り、Xの運行する列車に衝突して死亡した事故（以下「本件事故」
という）により、列車の遅れが生ずるなどして損害を被ったと主張して、A
の妻Y ₁ （平成₂₆年（受）第₁₄₃5号上告人）及びAの長男Y ₂ （平成₂₆年（受）
第₁₄₃₄号被上告人）に対し、民法₇0₉条または₇₁₄条に基づき、損害賠償金
（₇₁₉万₇₇₄0円）及び遅延損害金の連帯支払を求めた事案である。
（ 1）事実関係
　原審が認定した事実関係は、要約つぎのとおりである。
　（ⅰ）AとY ₁ は、昭和₂0年に結婚し、以後同居していた。両者には ₄ 人
の子がいるが、このうち長男Y ₂ 及びその妻Bは昭和5₇年にAの自宅（愛知
県）から横浜市に転居し、他の子らもいずれも別居独立している。
　（ⅱ）Aは、平成₁₂年頃より、食事後に「食事はまだか」と言い出したり、
昼夜の区別がつかなくなったり、平成₁₄年になると、晩酌したことを忘れて
何度も飲酒したり、寝る前に戸締まりをしたのに夜中に何度も戸締まりを確
認したりするなど、認知症の症状を示すようになった。
　（ⅲ）Y ₁ 、Y ₂ 、B及びY ₂ の妹であるCは、平成₁₄年 ₃ 月頃、今後のA
の介護について話し合い、₈0歳のY ₁ が一人でAの介護をすることは困難だ
との共通認識に基づき、介護の実務に精通しているCの意見を踏まえ、Bが
単身で横浜市からA宅の近隣に転居し、Y ₁ によるAの介護を補助すること
を決めた。Bは、A宅に毎日通ってAの介護をし、A宅に宿泊することもあっ
た。Y ₂ （横浜市に居住し東京都内で勤務）は、上記の話し合い後は ₁ ヶ月
に ₁ 、 ₂ 回程度Bの転居先で過ごすようになり、本件事故の直前の時期は
₁ ヶ月に ₃ 回程度A宅を訪ねるとともに、BからAの状況について頻繁に報
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告を受けていた。
　（ⅳ）Aは、平成₁₄年 ₈ 月、かかりつけの医師Dの所見を基に要介護 ₁ の
認定を受けたが、その直後の入院を機に認知症の悪化をうかがわせる症状を
示すようになり、同年₁0月にはE病院の医師からアルツハイマー型認知症に
り患していると診断された。Aは、その後福祉施設に通うようになったが、
施設に行かない日は、Bが朝から就寝までAの介護を行い、Aの就寝後はY ₁
がAの様子を見守るようにしていた。平成₁5年以降になると、Aには、場所
及び人物に関する見当識障害や記憶障害が認められるようになった。
　（ⅴ）Aは、平成₁₇年には、早朝に一人で外出して行方不明になり、近隣
のコンビニエンストアからの連絡で発見されたり、また、平成₁₈年には、一
人で外出してタクシーに乗り、下車した後は通報により警察に保護されたこ
ともあった。
　（ⅵ）Y ₁ は、平成₁₈年頃、左右下肢に麻痺拘縮があり、要介護 ₁ の認定
を受けた。
　（ⅶ）Bは、上記（ⅴ）の出来事の後、家族が気づかないうちにAが外出
した場合に備え、警察にあらかじめ連絡先等を伝えておくとともに、Aの氏
名やBの携帯電話の番号等を記載した布をAの上着等に縫い付けた。また、
Y ₂ は、自宅玄関付近にセンサー付きチャイムを設置し、Y ₁ が就寝中でも
Aが自宅玄関に近づいたことを把握できるようにした。Y ₁ 、Y ₂ 及びBは、
門扉に施錠するなどもしたが、Aが激しく揺するなどして危険なため、施錠
は中止した。他方、事務所出入口には以前からセンサー付きチャイムが設置
されていたが、上記（ⅴ）の出来事の後も、本件事故当日までその電源は切
られたままであった。
　（ⅷ）Aは、平成₁₉年 ₂ 月、日常生活に支障を来すような症状・行動が頻
繁に見られるようになり、要介護 ₄ の認定を受けた。そこで、B及びCは、
今後のAの介護について話し合い、Aを特別養護老人ホームに入所させるこ
とも検討したが、Cの意見により、Aを引き続きA宅で介護することに決め
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た。また、本件事故当時、Aの生活に必要な日常の買物はもっぱらY ₁ とB
が行い、預金管理等のAの財産管理はもっぱらY ₁ が行っていた。
　（ⅸ）Bは、本件事故当時、早朝にA宅に行き、Aに食事をさせた後はAを
福祉施設に通わせ、Aの帰宅後はAの話を聞いたり散歩に付き添い、Aが夕
食後に入浴して就寝したのを確認してから帰宅していた。
　（ⅹ）Aは、本件事故日（平成₁₉年₁₂月 ₇ 日）の午後 ₄ 時半頃に福祉施設
から帰宅した後は、事務所の椅子に腰掛けてY ₁ 及びBと過ごしていた。そ
の後、Bが自宅玄関先で片付けをしており、事務所内でAがY ₁ と二人きり
になっていたところ、Bが事務所に戻った午後 5 時までの間に、Y ₁ がまど
ろんで目を閉じている隙にAは事務所から一人で外出した。Aは最寄り駅か
ら列車に乗り、隣駅で下車すると、排尿のためホーム先端のフェンス扉を開
けてホーム下に下り、列車と衝突して死亡した。Aは、本件事故当時、認知
症が進行しており、責任を弁識する能力がなかった。
（ 2）第一審判決及び原審判決
　第一審（名古屋地判平成₂5年 ₈ 月 ₉ 日
（33）
）は、つぎのように述べて、Y ₁ は
民法₇0₉条に基づき、Y ₂ は同₇₁₄条 ₂ 項の準用により、各自₇₁₉万₇₇₄0円を
賠償すべき責任があるとした
（34）
。（イ）Y ₁ は、本件事故当日の状況において
は、Aから目を離せば、Aが外出して徘徊し、本件のような事故を惹起する
危険性があることを予見できたにもかかわらず、Aから目を離さずに見守る
ことを怠った過失があり、かつ、仮にY ₁ がこれを怠っていなければ本件事
故の発生は防止できたから、Y ₁ の過失と本件事故の発生との間には相当因
果関係がある。（ロ）Y ₂ は、本件諸事情（センサー設置、遺族の代表、遺
（₃₃）民集₇0巻 ₃ 号₇₄5頁、判時₂₂0₂号₆₈頁。
（₃₄）一審判決についての評釈として、宮下・前注（₁₉）₃₁頁、清水恵介・実践成年後見
₄₉号₇₉頁、水野紀子「精神障害者の家族の監督者責任」岩瀬徹ほか編・町野先生古稀
記念『刑事法・民事法の新たな展開（下）』（信山社、₂0₁₄）₂₄₉頁、稲葉一人・ナーシ
ングビジネス ₈ 巻 ₆ 号5₆0頁等。
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産の重要部分の取得等）からAの介護方針・体制を決定する地位にあったか
ら、「社会通念上、法定監督義務者や代理監督者と同視し得るAの事実上の
監督者であったと認めることができ、これら法定監督義務者や代理監督者に
準ずべき者として……その責任を免れない」ところ、事務所センサーの電源
が切られたままの状態を放置していたり、介護施設やホームヘルパーを利用
しなかった等の点で、監督義務を怠らなかったとはいえない。
　原審（名古屋高判平成₂₆年 ₄ 月₂₄日
（35）
）は、結論として、Y ₁ の₇₁₄条 ₁ 項
に基づく責任のみを肯定し、同人に対して₃5₉万₈₈₇0円の賠償を命じた
（36）
。す
なわち、（イ）Y ₁ については、①Aが精神保健福祉法 5 条の精神障害者に該
当するところ、配偶者のY ₁ は、Aの保護者の地位にあった（同法₂0条）、②
夫婦は、協力扶助義務（民法₇5₂条）の一環として、互いに介護し監督する
身上監護義務を負うと解すべきであり、③夫婦の一方が精神障害者になった
場合、「他方配偶者は……協力扶助義務に基づき、精神障害者となった配偶
者に対する監督義務を負うのであって、民法₇₁₄条 ₁ 項の監督義務者に該当
する」ところ、④Y ₁ は、「事務所センサーを作動させるという容易な措置
を採らず、電源を切ったままにしていたのであるから、Aの監督義務者とし
ての、独りで外出して徘徊する可能性のあるAに対する一般的監督として、
なお十分ではなかった点がある」。なお、（ロ）Y ₁ 及びY ₂ の₇0₉条責任につ
いては、Aがそれまで線路に入り込んだり電車に乗ろうとしたことがなかっ
たから、YらにおいてAが線路内に入り込むことについて具体的に予見する
ことは困難だったとして、否定し、また、（ハ）Y ₂ の₇₁₄条責任についても、
（₃5）民集₇0巻 ₃ 号₇₈₆頁、判時₂₂₂₃号₂5頁。
（₃₆）原審判決についての評釈として、加藤雅信・民事判例 ₉ 号₁0₂頁、冷水登紀代・民事
判例 ₉ 号₁0₈頁、前田太朗・新判例Watch₁5号₈₃頁、犬伏由子・私法判例リマークス50
号₃₇頁、清水恵介・実践成年後見5₃号₈₇頁、大澤逸平・専修ロージャーナル₁0号₈₃頁、
前田陽一・論究ジュリスト₁₆号₁₇頁、米村滋人・判評₆₇₇号（判時₂₂5₇号）₁₁₇頁、奥
野久雄・中京ロイヤー₂₂号₁₇頁、古笛恵子・法律のひろば₂0₁5年 ₂ 月号₁₃頁等。
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Y ₂ にはAの扶養義務はあるが、引き取り扶養義務まではなく、Aの成年後
見人にも保護者にも選任されていなかったとして、否定した。これに対して、
X及びY ₁ の双方から上告受理申立てがなされた。
（ 3）判旨
　最高裁（最判平成₂₈年 ₃ 月 ₁ 日
（37）
）は、つぎのように判示し、結論として
Y ₁ 及びY ₂ の責任をいずれも否定した
（38）
。
　（ⅰ）精神障害者と同居する配偶者であるからといって、その者が民法
₇₁₄条にいう「責任無能力者を監督する法定の義務を負う者」に当たるとす
ることはできない。
　（ⅱ）法定の監督義務者に該当しない者であっても、責任無能力者との身
分関係や日常生活における接触状況に照らし第三者に対する加害行為の防止
に向けてその者が当該責任無能力者の監督を現に行いその態様が単なる事実
上の監督を超えているなどその監督義務を引き受けたとみるべき特段の事情
が認められる場合には、法定の監督義務者に準ずべき者として、民法₇₁₄条
₁ 項が類推適用される。
　（ⅲ）認知症により責任を弁識する能力のない者Aが線路に立ち入り列車
と衝突して鉄道会社に損害を与えた場合において、Aの妻Y ₁ が、長年Aと
（₃₇）前注（ 5 ）。
（₃₈）本判決についての評釈として、窪田充見・ジュリスト₁₄₉₁号₆₂頁、米村滋人・前注
（₁₉）50頁、同・法律時報₈₈巻 5 号 ₁ 頁、山地修・法律のひろば₆₉巻 ₇ 号5₉頁、同・ジュ
リスト₁₄₉5号₉₉頁、久保野恵美子・法学教室₄₃₁号₁₄0頁、松尾弘・法学セミナー₇₃₉号
₁₁₈頁、前田陽一・私法判例リマークス5₄号₄₆頁、浅岡輝彦・法学セミナー₇₄₆号₃₇頁、
大塚直・民事判例₁₄（₂0₁₆年後期）₁0₂頁、廣峰正子・金融商事判例₁₄₉₃号 ₂ 頁、伊藤
文夫＝金光寛之・法律のひろば₇0巻 ₉ 号₆5頁、青野博之・新判例解説Watch民法（財
産法）₁0₈号 ₁ 頁、久須本かおり・愛知大学法經論集₂0₈号₁₈₉頁、柴田龍・前注（₁₉）
₂₄₇頁、竹村壮太郎・前注（₁₉）₂₈₃頁、高鉄雄・前注（₁₉）₄₇頁、加賀山茂・旬刊速
報税理₃5巻₁₄号50頁、渡辺博己・京都学園大学経済経営学論集 ₃ 号₂₉頁、二宮周平・
実践成年後見₆₃号₆5頁等。
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同居しており長男Y ₂ らの了解を得てAの介護に当たっていたものの、当時
₈5歳で左右下肢に麻ひ拘縮があり要介護 ₁ の認定を受けており、Aの介護に
つきY ₂ の妻Bの補助を受けていたなど判示の事情の下では、Y ₁ は、民法
₇₁₄条 ₁ 項所定の法定の監督義務者に準ずべき者に当たらない。
　（ⅳ）認知症により責任を弁識する能力のない者Aが線路に立ち入り列車
と衝突して鉄道会社に損害を与えた場合において、Aの長男Y ₂ がAの介護
に関する話合いに加わり、Y ₂ の妻BがA宅の近隣に住んでA宅に通いながら
Aの妻Y ₁ によるAの介護を補助していたものの、Y ₂ 自身は、当時₂0年以上
もAと同居しておらず、上記の事故直前においても ₁ 箇月に ₃ 回程度週末に
A宅を訪ねていたにすぎないなど判示の事情の下では、Y ₂ は、民法₇₁₄条 ₁
項所定の法定の監督義務者に準ずべき者に当たらない。
（上記法廷意見の（ⅰ）及び（ⅱ）につき「補足意見
（39）
」、（ⅳ）につき「意見」
があ
40)
る
41)
。）
（₃₉）木内道祥裁判官の補足意見は、要約つぎのとおりである。①精神保健福祉法の平成
₁₁年改正前は、精神障害者が禁治産宣告を受ければ、その配偶者が当然に後見人にな
り（民法₈₄0条）、かつ保護者となって自傷他害行為防止義務を負い（精神保健福祉法
₂0条 ₂ 項、₂₂条 ₁ 項）、また監督義務者にも該当すると解された。しかし、平成₁₁年民
法改正で、後見人の成年被後見人に対する療養看護等は身上配慮義務に改められ（民
法₈5₈条）、成年被後見人の監督を求められるものではなくなった。また、平成₁₁精神
保健福祉法改正で、保護者の自傷他害行為防止義務の規定は削除された。したがって、
成年後見人や保護者であることをもって、民法₇₁₄条の法定監督義務者に該当すると根
拠づける前提は存在しなくなった。②法定監督義務者以外に監督者責任を問うことが
できる準監督義務者については、その者が精神障害者を現に監督しているかあるいは
監督することが可能かつ容易であるなどの客観的状況にあることが必要である。準監
督義務者として責任を問われるのは、衡平の見地から法定監督義務者と同視できるよ
うな場合であり、その判断においては、本人保護の観点も考慮する必要がある。③介
護の引受けと監督の引受けは区別される。精神障害者の介護のための環境形成、体制
作りへの関与やそれぞれの役割の引受けをもって監督義務者という加重された責任を
負う根拠とするべきではない。
責任無能力者の加害行為と監督義務者の責任
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（40）1
（ 4）本判決の論理構成とその検討
　原審は、結論としてAの妻Y ₁ の監督者責任を肯定したが、その理由につ
き、精神障害者の配偶者は精神保健福祉法上の保護者の地位にあり、かつ、
配偶者は夫婦間の協力扶助義務（民法₇5₂条）に基づき精神障害者である他
（₄0） 岡部喜代子裁判官の意見（結論として、Y ₂ は準法定監督義務者に該当するがその義
務を怠らなかった、とする）は、要約つぎのとおりである。①Y ₂ は、妻BをAの介
護にあたらせる等Aの介護方針の決定に関与したり、不動産の購入・売却等の重要事
項を決定したり、家族の中心的立場からAの介護を担うものと自覚していたほか、A
が外出する際のBの付き添い、出入り口の施錠、センサー設置等の措置を講じて、第
三者に対する加害防止も引き受けた。以上から、Y ₂ の介護の態様には、単なる事実
上の監督を超え、監督義務を引き受けたとみるべき特段の事情が認められる。②Y ₂
は、準監督義務者として、週 ₆ 回のデイサービスの利用、Y ₁ 及びBによるAの見守
りと付き添いという体制を組むことで、Aの徘徊防止のための義務を怠りなく履行し
ていた。③（大谷裁判官の意見について）成年後見人の被後見人に対する身上配慮
義務から第三者に対する加害防止義務を導き出すのは無理がある。準監督義務者と
認められるためには「監督義務を引き受けたとみるべき特段の事情」を要するので
あり、成年後見人であることから当然に監督義務者として責任を負うものではない。
（₄₁）大谷剛彦裁判官の意見は、要約つぎのとおりである。①Y ₂ は準監督義務者であるが、
その義務を怠らなかった点は、岡部裁判官と同意見である。②最判昭和5₈年 ₂ 月₂₄日
（本稿［ ₃ ］で挙げた（ⅵ）判決）は、「法定監督義務者に準ずべき者」にも責任主体
性を認めており、かつ、平成₁₁年の民法及び精神保健福祉法の改正後も民法₇₁₄条 ₁ 項
の責任主体に関する規定は変更されていないから、成年後見人は法定監督義務者にあ
たる者と解される。③民法₇₁₄条 ₁ 項ただし書にいう「その義務」は、成年後見人に関
していえば、身上配慮義務を内容とする善管注意義務の懈怠の有無により免責が判断
されることになる。④認知症高齢者の場合、民法₇₁₄条 ₁ 項の責任主体としては、基本
的には成年後見人が、介護体制の構築等をして適切な身上監護を行う者として、法定
監督義務者にあたると考える。⑤本件でのAには成年後見人は選任されていないが、
Y ₂ が「法定監督義務者に準ずべき者」にあたるかについては、成年後見が開始されて
いればその成年後見人に選任されてしかるべき立場にある者という観点から検討され
るべきである。⑥Y ₂ は、成年後見人に選任されてしかるべき者として法定監督義務者
に準ずべき者にあたると認められるが、Y ₂ は、Aに対する身上監護義務を怠っておら
ずその立証も尽くされているから、免責されてしかるべきである。
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方配偶者に対する監督義務を負うことを根拠に、配偶者は法定監督義務者に
あたると判断した上で、Y ₁ が「事務所センサーを作動させるという容易な
措置を採らず、電源を切ったままにしていた」点で監督義務を怠った、とし
た。しかし、このような原審判決の結論及びその理由づけに対しては、学説
からの強い批判がなされた。すなわち、「介護を担う家族に過剰な義務と負
担を強いるもの」で、かつ「精神障害者の在宅医療を困難にし精神医療の脱
施設化を阻害する判断」であるとの手厳しい批判
（42）
、「裁判所は、その損害を
誰に負担させるべきかという発想から、無理をしながら損害賠償義務者を認
定したのではないか、という疑問を払拭しかねる」と述べるもの
（43）
、及び、
保護者制度を根拠とした点は、右制度を廃止した（精神保健福祉法の平成₂5
年改正）趣旨からみて疑問であり、また、夫婦の協力扶助義務を定めた民法
₇5₂条の規範性は消極的な意味にとどまり、他害防止という積極的な行為の
義務づけによって責任主体を導くのは法の予定するところではないとするも
の
（44）
、などである
（45）
。
（₄₂）米村・前注（₃₆）頁。
（₄₃） 加藤・前注（₃₆）₁0₃頁。前田（太）・前注（₃₆）₈₆頁もほぼ同旨か。
（₄₄）犬伏・前注（₃₆）₃₇頁。同旨、冷水・前注（₃₆）₁₁₁頁。
（₄5）これに対し、原審判決を肯定的に評価するものとして、古笛・前注（₃₆）₁₈─₁₉頁
──認知症者事故対策が超高齢化社会の責務であるとしても、被害者救済を後退させ
ることを正当化することにはならないこと、及び、本件おいて一般的な監督義務違反
を否定することは困難な状況であったことを理由に挙げる、奥野・前注（₃₆）₂₈頁
──Y ₁ の監督義務について、①Aの老人ホーム等への入所、②ホームヘルパーの依頼
等、③出入り口センサーの作動、及び、④事故現場周辺への事前の逸速い探索、のい
ずれの要因も充足されていないことを理由に挙げる。
　　 なお、以上の学説とは異なり、大澤・前注（₃₆）₈₃頁以下は、原審判決については、
その結論への賛否という次元を越えて、右判決が提示した問題に対する検討を深化さ
せていく必要があるとの観点（同₈₆頁）から、右判決を分析し（同₉₂頁以下）、結論的
に、原審判決は「衡平責任」論に関わるものとして読む余地がある旨を説く（同₁0₇頁
以下）。
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　これに対して、本判決が、原審判決を退け、結論としてY ₁ の₇₁₄条責任
を否定したこと自体については学説からの好意的な評価がいくつか散見され
るが
（46）
、他方で解釈論上の問題点もいくつか指摘されている。以下、本判決
の判旨について、順次検討を加えていく。
　（ⅰ）配偶者の法定監督義務者該当性　　まず、本判決が精神障害者と同
居する配偶者の法定監督義務者該当性を否定した点については、「木内・補
足意見」も説示するように、平成₁₁年の民法及び精神保健福祉法の改正に伴
う法状況──すなわち、①配偶者の一方について成年後見が開始された場
合、他方配偶者は必ずしも成年後見人に選任されるわけではないこと（民法
₈₄₃条）、②成年後見人は身上配慮義務を負うにとどまり（同₈5₈条）、成年被
後見人の監督まで求められるものではないこと、及び、③精神障害者の保護
者の自傷他害防止義務（精神保健福祉法₂0条、₂₂条）が廃止されたこと──
からみて、妥当とされよう。もっとも、これにより、配偶者・成年後見人・
保護者のいずれもが法定監督義務者に該当しないとされる結果、（成年の）
精神障害者については₇₁₄条 ₁ 項の法定監督義務者がほとんど存在しない状
況になろう。こうした状況を「法の欠缺
（47）
」とみるかどうかはともかくとし
て、本判決が右状況に対処すべく持ち出したのが──つぎに検討する──責
任主体としての「法定監督義務者に準ずべき者」（準法定監督義務者）とい
う考え方であると推測される
48)
。
（₄₆）前注（₃₈）に掲げたうち、青野・ ₄ 頁、久須本・₂₁₇頁、及び、柴田・₂₆₄頁はいず
れも賛成ないし高く評価できるとし、前田（陽）・₄₉頁、及び、伊藤＝金光・₇₁頁は妥
当とし、また、大塚・₁0₃頁は「支持せざるを得ない」と述べる。なお、本件訴訟で
Y ₁ ・Y ₂ の訴訟代理人を務めた浅岡輝彦弁護士は、本判決の意義について、「高齢者、
認知症患者を支える家族や関係者、成年後見に関わる職業専門家のみならず、行政、
社会一般に広く歓迎され、安心感を与える結果となりました」と述べられる──前注
（₃₈）₄0頁。
（₄₇）窪田・前注（₃₈）₆₆頁は、本判決について、「法改正によって生じたこうした『法の
欠缺』について、何ら言及されていないことに違和感を覚える」とする。
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（48）
（ⅱ）責任主体としての準法定監督義務者とその判断基準　　本判決は、
法定監督義務者に該当しない者であっても、責任無能力者との身分関係や日
常生活の接触状況に照らし、その者が加害防止に向けて「当該責任無能力者
の監督を現に行いその態様が単なる事実上の監督を超えているなどその監督
義務を引き受けたとみるべき特段の事情が認められる場合」には、法定監督
義務者に準ずべき者として₇₁₄条 ₁ 項が類推適用される、とする。そして、
準法定監督義務者を右規定の責任主体に加えることの根拠に関して、本判決
は、最判昭和5₈年 ₂ 月₂₄日
（49）
を引用するとともに、「衡平の見地」を挙げてい
る。しかし、「最判昭和5₈年」は準法定監督義務者としての責任を否定した
原審判決を是認したにとどまり、積極的に新たな責任類型を示したものとは
いい難く
（50）
、また、「衡平の見地」についても、その意味するところが必ずし
も明確とはいい難く、精神障害者についての法定監督義務者が存在しないと
いう状況での被害者救済の必要性を説く以上のものではないように思われ
る
（51）
。つぎに、本判決は、どのような者が準監督義務者とされるかについて
は、単なる事実上の監督者とは区別されるとした上で、その判断基準として
「現実の監督」及び「監督義務を引き受けたとみるべき特段の事情」を挙げ
ている。しかし、「現実の監督」という判断基準は、事実上の監督者（そも
そもこの概念自体定かではないが）と識別するための基準としては弱く、つ
まるところ、上記「特段の事情」の有無が準監督義務者を決する基準になる
ように思われる。とはいえ、「特段の事情」が具体的にどのようなケースを
想定したものであるかは、少なくとも判示部分からは不透明であり、個別具
（₄₈）松尾・前注（₃₈）₁₁₈頁も、同様の見方をする。
（₄₉）本稿［ ₃ ］（ ₂ ）で挙げた（ⅵ）判決。
（50）久保野・前注（₃₈）₁₄0頁。
（5₁）この点に関して、山地・前注（₃₈）［ジュリスト］₁0₃頁は、「一定の枠内で個別事案
における衡平の原則に従った柔軟な解決を可能とする判断枠組みを示したものと理解
することができるように思われる」と述べる。
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体的な事案における「特段の事情」の認定しだいで、準監督義務者として認
められたり、否定されたりすることになろう。現に──後述するように──
本判決においても、Y ₂ を準監督義務者とみるかどうかにつき、 5 名の裁判
官の意見が分かれている。本判決が₇₁₄条 ₁ 項の責任主体について「準監督
義務者」構成を導入したのは、（成人の）精神障害者についての法定監督義
務者の不在という状況を埋めるための「苦心の策」ともいえようが、この点
に対する学説の評価には厳しいものがある。すなわち、準監督義務者の判断
基準が不透明に過ぎ、当事者の責任負担の可能性を不明確にしているとする
もの
（52）
、監督者責任の責任主体の範囲を曖昧な要件によって著しく拡大させ
たとするもの
（53）
、さらには、準監督義務者に関する本判決の説示部分は、「特
段の事情」があれば結局₇0₉条責任を認めることができるという点で「無意
味」であり、また、より介護に積極的であった者が準監督義務者として賠償
責任のリスクにさらされるという意味で「有害」であるとするもの
（54）
等、で
ある。仮に本判決の「準監督義務者」構成を最大限評価したとしても、「介
護に積極的ないし懸命に関与した近親者が賠償責任のリスクを負わせられ
る」という点こそが、本判決に伴う最大の問題点であるとすら思わずにはい
られない。
　（ⅲ）Y ₁ の準法定監督義務者該当性　　Aの妻であるY ₁ が準法定監督
義務者に該当するかにつき、本判決は、Y ₁ が長年Aと同居してAの介護に
あたっていたものの、当時₈5歳で両下肢の麻ひ拘縮のために要介護 ₁ の認定
（5₂）柴田・前注（₃₈）₂₆₄─₂₆5頁。同旨、竹村・前注（₃₈）₃0₁頁以下。
（5₃）米村・前注（₃₈）［法律時報］ ₂ 頁。
（5₄）窪田・前注（₃₈）₆₆頁。また、廣峰・前注（₃₈） ₄ 頁も、「特段の事情」という基準
との関係から、同居や介護をしなければよいという風潮を助長することにはなりはし
ないか、また、介護に懸命に関わった家族が責任を負い、関与しなかった家族が責任
を問われないというアンバランスな結果にならないかと述べる──この点につき、同
旨、米村・前注（₃₈）［法律時報］ ₂ 頁。
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を受け、またAの介護についてもY ₂ の妻Bの補助を受けながら行っていた
等の事情から、準監督義務者にあたらないと判断している。その結論自体に
ついてはほぼ異論はなかろうが、Y ₁ 自身の「高齢、要介護 ₁ 、Bの補助を
受けながらの介護」を理由にしていることからみて、上記判断基準の「現実
の監督」の判断にあたり、「現実的な監督可能性」（Aの介護についてY ₁ が
主導的立場になかったことも含めて）を重視したものと思われる。ただし、
本件事案の解決としては問題ないとしても、たとえば認知症の夫を高齢の
（しかし要介護認定を受けていない）妻が一人で介護しているような場合（自
宅での「老老介護」）、上記判断基準からすれば、この妻は準監督義務者に該
当すると判断されはしないかとの危惧を感じざるをえない。
　（ⅳ）Y ₂ の準法定監督義務者該当性　　本判決は、Aの長男であるY ₂
の準監督義務者該当性についても否定したが、その理由として、Y ₂ がAの
介護に関する話し合いに加わり、かつY ₂ の妻BがA宅の近隣に住みながら
Y ₁ によるAの介護を補助していたものの、Y ₂ 自身が₂0年以上もAと同居し
ておらず、本件事故直前も ₁ ヶ月に ₃ 回程度A宅を訪ねていたにすぎないこ
と等を挙げている。つまり、「法廷意見」としては、Y ₂ の監督義務につい
て論じるまでもなく、そもそも準監督義務者という責任主体に該当しないと
の判断を示したわけである。これに対し、「岡部意見」及び「大谷意見」は、
Y ₂ は準監督義務者に該当するとの立場をとった。その理由は、「岡部意見」
によれば、Y ₂ は、①Aの介護方針の決定に関与していた、②不動産の購入・
売却等の重要な事柄を決定していた、③家族の中心的立場からAの介護を担
うものと自覚し、Y ₁ とBが現実の監督を行うという体制でAの介護を引き
受けた、及び、④Aが外出する際のBの付き添い、出入り口の施錠、センサー
設置、ディサービスの利用等の措置を通じて、第三者に対する加害防止も引
き受けた、というものである──もっとも、「岡部意見」及び「大谷意見」
はいずれも、結論として、Y ₂ は監督義務を怠っていないとして免責を認め
ているが
55)
、Aの介護に向けたY ₂ の関与の内容・程度からみて、妥当な判断
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と評価しうる──。
（55）
Y ₂ の準監督義務者該当性については実際上判断の分か
れるところではあろうが、準監督義務者についての本判決の上記判断基準に
照らす限りでは、「法廷意見」の理由づけ（Aの介護に対するY ₂ の関与の実
態よりも、Aとの同居の有無やA宅への訪問回数を重視している）は説得性
をもたないと思われる。なお、「大谷意見」は、Y ₂ の準監督義務者該当性
を肯定する根拠として、成年後見人の被後見人に対する身上配慮義務から第
三者に対する加害防止義務を導き出しているが、「岡部意見」も指摘するよ
うに、解釈論として無理があるといわざるをえない。
（ 5）本判決の射程距離
　本判決は、被害者が鉄道会社という事業体（法人）でかつ物的損害を被っ
たケースについて、認知症者（加害者）の近親者を被告としてその監督者責
任が問われたものだが、本判決が示した論理構成は右以外のケースについて
もそのまま妥当するであろうか。
　まず、（イ）個人（自然人）が被害者として人的損害を被るケースは、当
然に射程距離内にあると考えて異論はなかろう
（56）
。また、（ロ）本件はいわば
「自傷的な事故」の結果として損害を与えたケースだが、「他害的な事件」
の結果として第三者（自然人または法人）に損害を与えたケースについても、
射程距離内にあると考えてよかろう。では、（ハ）本件での責任主体は認知
症者の近親者だが、認知症者を収容する精神病院あるいは医療・介護施設等
が責任主体とされる場合については、どうであろうか。この点につき、本判
（55）この点に関し、「岡部意見」は、Y ₂ が、Aの施設入所の措置を採らなかったこと、
門扉の施錠を中止したこと、及び、事故当時センサー電源が切られたままだったこと
については、「一般通常人を基準とすると過大な要求といわざるを得ないのであって相
当でない」と述べる。
（5₆）この点につき、窪田教授は、「本判決の射程は広く、認知症患者によって生じた事故
により第三者が死亡した場合なども対象になる。そのことをふまえて、本判決の意義
を考えるべきであろう。」と述べられる。窪田・前注（₃₈）₆₂頁。
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決の「木内補足意見
（57）
」は、精神病院が精神保健福祉法（₃₆条 ₁ 項、₃₇条 ₁ 項）
に基づき負うべき義務や介護施設が法令に基づき負うべき義務は、民法₇₁₄
条 ₁ 項の法定監督義務に該当する余地があると述べる
（58）
。これに対し、本判
決が精神障害者の親族の責任が問われた事案であること及び判決文全体の趣
旨に照らせば、直接の射程は家族等の自然人の責任が問題とされる場合に限
定され、介護等を行う施設の責任が問題とされる場合は直接の射程に含まれ
ないとする見解
（59）
、及び、「『準監督義務者』の責任がどのような場合に発生
するかがきわめて曖昧であり、これを近親者以外に拡大適用することは社会
的混乱を招く危険性がある」とした上で、「本判決の射程は限定して理解す
べきであり、少なくとも、（判旨に明示されていないものの）近親者以外の
者は『準監督義務者』に含まれないと考えるべき」とする見解
（60）
がある
（61）
。精
神病院等の施設や医師等は、従来は₇₁₄条 ₂ 項の代理監督者と解されてきた
が
（62）
、しかし右規定の文言上、代理監督者とは「監督義務者に代わって
・・・・
責任
無能力者を監督する者」であるため、精神障害者についての法定監督義務者
が存在しない状況下でもなお代理監督者に該当すると解するのは無理がある
（5₇）民集₇0巻 ₃ 号₆₉₇─₆₉₈頁。
（5₈） なお、窪田・前注（₃₈）₆5頁は、本判決により、精神障害者についての法定監督義
務者がほとんど存在しない状況になるとしつつ、「木内裁判官の補足意見が示すよう
に、施設による監護を受けている精神障害者について、施設ないし施設管理者がこ
れ（＝法定監督義務者、引用者・注）に該当するという場面くらいだろうか。」と述
べる。
（5₉）山地・前注（₃₈）［法律のひろば］₆5頁、同・前注（₃₈）［ジュリスト］₁0₄頁。
（₆0）米村・前注（₁₉）5₆頁。
（₆₁）なお、高・前注（₃₈）₆₉頁は、「安易に施設などの事業者の責任を認めると認知症高
齢者の受け入れ拒否などの反応も起こりうるために、一つ一つのアクターを介護体制
の全体の中で適切に位置づけ、監督義務の問題を考えなければならない」と述べる。
（₆₂）幾代・前注（ ₇ ）₁₈0頁等。また、鹿児島地判昭和₆₃年 ₈ 月₁₂日（判タ₆₈₂号₁₇₇頁）
は、精神病院に入院中の精神分裂病者が外泊許可中に第三者を殺害した事案に関し、
精神病院を代理監督者とした上で監督者責任を否定している。
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ように思われる。精神病院や介護施設等を責任主体から全く除外することが
妥当視されない限り、これらの施設を法定監督義務者、準法定監督義務者ま
たは代理監督者のいずれに該当するものと扱うか
（63）
は、残された課題になろ
う
（64）
。
［ 5］結びに代えて──残された問題
（ 1）責任無能力制度と衡平責任
　前述したように、従来の判例及び学説は、責任無能力制度を「過失責任主
義の論理的前提」ととらえた上で、責任無能力者が免責される場合の被害者
救済の観点から、監督義務者の₇₁₄条責任を厳格化すると共に、同条の「補
充性」に起因する被害者救済の隙間を埋めるべく、監督義務者の₇0₉条責任
の道を切り開いた（本稿［ ₂ ］・（ ₁ ）・（ ₂ ）参照）。他方、これらの解釈論
上の流れとほぼ併行する形で、監督義務者が存在しない場合や存在していて
も同人が免責された場合に、直接の加害者である責任無能力者本人の「衡平
責任」を問うべしとする立法論が唱えられてきており
（65）
、さらに近時では、
（₆₃）本判決の「準法定監督義務者」構成は、近親者を対象にした上で、それらの者が準
法定監督義務者に該当するかどうかにつき、「現実の監督」及び「特段の事情」を判断
基準とするものである。そこで、全くの試論に過ぎないが、施設等については、上記
の判断基準は不適切なため、端的に、精神障害者の監護を業とする事業体であること
をもって準法定監督義務者に該当すると考えるのは、乱暴であろうか。
（₆₄）大塚・前注（₃₈）₁05頁、なお、山地・前注（₃₈）₁0₄頁参照。
（₆5）星野英一「責任能力」ジュリスト₈₉₃号₈₂頁、同「責任無能力者・監督義務者の責任」
ジュリスト₉₁₈号₈₆頁、同「民法典における不法行為法の体系」『民法論集₁0巻』（有斐閣、
₂0₁5）₁₄₉頁、潮見佳男「責任主体への帰責の正当化」NBL₁05₆号₁0頁、民法改正研究
会（代表・加藤雅信）『民法改正と世界の民法典』（信山社、₂00₉）₆₄₇頁、窪田充見「責
任能力と監督義務者の責任──現行法制度の抱える問題と制度設計のあり方」別冊
NBL『不法行為法の立法的課題』（商事法務、₂0₁5）₇₁頁。
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過失概念の客観化に伴い、責任無能力制度を、過失との関係から離れて、判
断力の劣る者を賠償責任の負担から政策的に保護するための制度として把握
する見解も散見される
（66）
。
　こうした動向も踏まえ、前記「最判平成₂₈年」の評釈者の中には、衡平責
任の導入に言及するものが少なくない
（67）
。その一つは、右「最判平成₂₈年」
は責任主体の範囲を拡大させたものの、「準法定監督義務者」構成によって
全体的には₇₁₄条責任の成立範囲を限定しており、被害者救済の観点からは
問題があるとした上で、「これは、より本質的には、責任無能力制度を維持
すべきか、また維持するとしても一定の場合に本人が責任（「衡平責任」）を
負う場面を肯定すべきではないか、という問題に関係する」と説く
（68）
。前者
の「責任無能力制度を維持すべきか」という点については、右制度をどのよ
うに根拠ないし位置づけるかにつき上記のような理論的対立はあるものの、
未成年者が加害者となるケースを視野に入れれば、「なお維持すべき」とす
るのが妥当と思われる。後者の「責任無能力制度を維持した上で責任無能力
者本人の衡平責任を肯定すべきか」という点については、積極的に考えるべ
きであろう。ただし、実際問題として未成年者については賠償資力がないの
が通常ないしほとんどであるから、「衡平責任」はもっぱら（成年の）精神
障害者について論じられることになると思われる。
　このような立場からは、「衡平責任」をどのような内容のものとして導入
するかが、今後の検討課題になろう。すなわち、（イ）民法改正によるか、
それとも特別法によるか、（ロ）その要件として、①損害の種類を問わない
か、それとも人身損害に限定するか、②責任無能力者の加害行為の態様を考
（₆₆）平井宜雄・前注（₁0）₉₃頁、窪田充見『不法行為法──民法を学ぶ』（有斐閣、
₂00₇）₁₆₄頁、前田陽一『債権各論Ⅱ［第 ₂ 版］』（弘文堂、₂0₁0）₆₆頁。
（₆₇）米村・前注（₁₉）5₆頁、前注（₃₈）に掲げた窪田・₆₇-₆₈頁、前田（陽）・₄₉頁、大塚・
₁05頁、広峰・ ₆ 頁、青野・ ₄ 頁、高・₇0頁等。
（₆₈）米村・前注（₁₉）5₆頁。
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慮すべきかどうか──つまり、第三者の損害が責任無能力者の「自傷事故」
の結果として発生したか（前記「最判平成₂₈年」の場合はこれに属する
（69）
）、
それとも同人による「他害事件」の結果として発生したか、で区別するかど
うか──、③監督義務者の存在及びその責任の有無を前提とするかどうか
──換言すれば、監督義務者が存在しない場合や存在していても免責される
場合に限定するか（ドイツ民法型）、それとも、（監督者から十分な賠償が得
られない場合に備えて）被害者救済の徹底を図るべく、責任無能力者の「衡
平責任」と監督者責任の併存を認めるか（フランス民法型）──、④責任無
能力者の資産状態や生活状況を考慮するかどうか、及び、（ハ）その効果と
して、賠償額について裁判官の裁量を認めるかどうか等
（70）
、が検討項目に挙
げられよう
（71）
。
（ 2）責任無能力者の加害行為についての責任をめぐる制度設計
　責任無能力者の加害行為によって惹起された損害について、誰がどのよう
な形でその責任を負うべきかについて、従来は、もっぱら監督義務者の₇₁₄
条責任の成否を中心に議論がなされてきた。しかし、近時では、そうした議
論の枠を超えた、ないし若干異なる視点からの主張も散見される。たとえば
──いずれも主として精神障害者による加害行為のケースを対象とするが
──、その一つは、「民法₇₁₄条に依拠して監督義務者に責任を負わせるとい
う考え方を捨て、危険の具体的回避可能性のある関係者について、個別具体
的に民法₇0₉条責任の成否を検討すればよい」──被害者救済が懸念される
（₆₉）青野・前注（₃₈） ₄ 頁は、衡平責任が立法化されたとしても、「最判平成₂₈年」にお
ける認知症者（A）の徘徊行為のような場合は、その態様からして、衡平責任を課すべ
きではないとする
（₇0）窪田・前注（₃₈）₆₈頁参照。
（₇₁）なお、高・前注（₃₈）₇0─₇₁頁は、「衡平責任」を不法行為制度レベルで考える場合
には、本人の行動の自由の確保という視点も重要であり、「責任無能力者が過度の行動
制限を受けない仕組みをいかに作り上げるのかに、制度設計上の最大の注意を払うべ
きである」と述べる。
108
場合のケアとして、犯罪被害者に対する補償に類似した社会保障制度を創設
するか、責任無能力者本人に賠償責任を負担させる（本人の無資力に備えて
任意保険への加入を奨励する）──とするもの
（72）
であり、もう一つは、責任
無能力制度を維持することを前提にした上で、①₇₁₄条責任を厳格化する
（免責をほぼ認めない）、②事理弁識能力を欠く場合でも責任を負う旨を特
別法で明文化する、③衡平責任を導入する──以上に加えて、保険制度（潜
在的加害者を対象とする強制保険）の活用を図る──とするもの
（73）
、である。
いずれの見解も傾聴に値するが、前者の見解については、一方で被害者救済
の実効性を図る途を述べつつ、被害者にとって立証負担の重い₇0₉条による
処理を主張することに疑問を抱かざるをえない。また、後者の見解について
は、とりわけ「₇₁₄条責任の厳格化」の主張が、最近の最高裁判決（前記「最
判平成₂₇年」及び「最判平成₂₈年」）による「右責任の厳格化の見直し」に
逆行する点で、にわかには賛同し難い。それはともあれ、これらの見解が、
責任無能力者の加害行為に対する責任のあり方に関してその制度設計を促す
一因になったとはいえよう。
　以上のような流れを受けて、ごく最近、「法律時報」誌において「責任無
能力者による不法行為と『家族』の責任」と題する特集が組まれ
（74）
、その中
で、責任無能力者の加害行為に対する責任のあり方に関する「制度設計」の
素案が示された。それによれば、責任無能力者が惹起した事故への対処につ
（₇₂）久須本・前注（₃₈）₂₁₈頁、より詳しくは、同「認知症の人による他害行為と民法
₇₁₄条責任、成年後見制度」愛知大学法学部法経論集₂0₃号₁₄5頁以下。
（₇₃）広峰・前注（₃₈） ₆ ─ ₇ 頁。
（₇₄）法律時報₈₉巻₁₁号₈₂頁以下。その内容は、窪田充見「企画趣旨──問題の所在」、前
田陽一「近時の判例にみられる監督義務者責任の流れとその評価──サッカーボール
事件・JR東海事件を中心に」、久保野恵美子「不法行為責任と『家族』の関わり」、手
島豊「認知症の影響下にあって生じた事故の損失への対処──考えられる制度設計」、
大塚直「監督義務者責任を巡る対立する要請と制度設計」、及び、米村滋人「最高裁判
決の意義と今後の制度設計のあり方」、の ₆ 本の論稿から成る。
責任無能力者の加害行為と監督義務者の責任
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き、制度設計として、つぎの ₃ つの選択肢が挙げられている
（75）
。
　【選択肢 ₁ 】責任無能力による免責を認めつつ、監督義務者の責任を通じ
て被害者の救済を図る。──現行法の基本的枠組みを維持するものであり、
したがって法定監督義務者が存在していることが前提となる。【選択肢 ₂ 】
被害者による損害負担。──責任無能力者が免責され、かつ監督義務者が存
在しない場合は、被害者の損害賠償請求は認められない（精神障害者による
加害事例に限れば、前記「最判平成₂₈年」の示した判断がこれに該当する）。
監督義務者不存在のケースを視野に置くものだが、責任無能力者の免責が監
督義務者の責任が用意されているが故にこそ正当化される点からすれば、こ
の選択肢についてはなお検討の余地がある。【選択肢 ₃ 】責任無能力者の損
害賠償責任を肯定する。──ただし、責任能力の有無に関わらず責任を負わ
せるか、監督義務者がいない場合等に限って責任を負わせるか（免責を認め
ない）、の ₂ つのバリエーションがある。このほかに、【選択肢 ₄ 】として、
「リスクを社会が負担する」も考えられるが、「被害者対加害者」という枠
組み以外での解決である点で上記 ₃ つの選択肢とは次元を異にするため、加
害者・被害者以外の誰がどのような形で損害負担の主体になるかを検討する
ことが前提ないし先決問題となる。
　上記の提言ないし問題提起について、本稿では未だ確かな論評を加えるま
でには至っていないが、若干の意見ないし感想のみを述べておくことにす
る。【選択肢 ₁ 】及び【選択肢 ₂ 】は、いずれも現行法の枠組みの中での対
処方法という点では共通していると思われる。ただ、【選択肢 ₁ 】が「監督
義務者の存在」を前提としている──したがって、実質的・具体的には「未
成年者による加害事例」についての対処方法を示すものである──のに対し
て、【選択肢 ₂ 】は「監督義務者の不存在」も視野に置いている──したがっ
て実質的・具体的には「精神障害者による加害事例」についての対処方法を
（₇5）窪田・前注（₇₄）₈₂─₈₃頁。
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示すものである──点で、区別されるに過ぎない。つまり、両者は、そこで
いう責任無能力者が未成年者であるか精神障害者であるかの違いに過ぎず、
選択肢として区別する必要性に乏しいと思われる。【選択肢 ₃ 】は、責任無
能力者の「衡平責任」について言及したものと思われるが、これについては、
（ ₁ ）で述べたように、右責任をどのような内容のものとして導入するかが、
今後の検討課題となろう。また、上記提言では予備的なものとして挙げられ
ているに過ぎない【選択肢 ₄ 】は、損失の分散──具体的には保険制度の活
用──に触れたものと思われるが、とりわけ「（認知症者等の）精神障害者
による加害事例」においては──本稿の冒頭でも述べたように、従来の「被
害者対加害者」という法的処理からの発想の転換が最も強く要請されるとの
観点から──保険制度の活用をいわば「正規の選択肢」に格上げした上で、
その具体的な内容が早急に検討されるべきであると思われる。
　最後に、上記の選択肢は択一的（ないし相互排斥的）なものではなく、こ
れらの ₂ ないし ₃ が組み合わされる形で機能せしめられるのが妥当と思われ
る。精神障害者による加害事例についていえば、【選択肢 ₂ 】──これを「準
監督義務者」構成による₇₁₄責任と読み替えた上で──、【選択肢 ₃ 】及び
【選択肢 ₄ 】を併用する形で機能せしめられることになろうかと思われる。
